
令和２年度重点事業について 資料ー２
令和２年度当初予算の概要
【総　額】 政策経費の推移

・平成２９年度 ２,１７０,９６４千円（２課合計） 委員意見（元年度）
・平成３０年度 １,９０５,９７８千円（２課合計） 令和元年度当初予算事業に対する意見
・令和元年度 １,９４３,５２３千円（２課合計） 委員意見（２年度）
・令和２年度 ２,３２６,１７６千円（２課合計） 令和２年度当初予算要求に関する意見

主要施策
取組みの
方向性

数値目標 事業名等 事業概要
平成３０年度
決算額（千円）

令和元年度当初
予算額（千円）

令和２年度当初
予算額（千円）

※委員意見
（元年度）

※委員意見
（２年度）

説明

５障害のある人
の相談支援体
制の充実

５－（１）－③
５－４　千葉県相談支援アド
バイザー設置数

相談支援体制整備事業
（アドバイザー派遣事業）

市町村、圏域ごとの地域における相談支援体
制等を整備していくため、地域の要望又は整
備状況に応じて、県で登録した相談支援アド
バイザーを実際に地域に派遣し、相談支援体
制等の構築（基幹相談支援センターの設置を
含む）のための指導・調整、研修会の開催、困
難事例に関わる助言等を行う。

132 330 330

５障害のある人
の相談支援体
制の充実

５－（１）－④
５－５基幹相談支援セン
ター設置市町村数

基幹相談支援センターの
設置促進に係る取組

基幹相談支援センターによる総合的・専門的
な相談支援、相談支援事業所に対する助言
や人材育成、関係機関の連携などの中核的な
役割と、計画相談支援事業所、委託相談支援
事業所の役割分担について、市町村と連携し
た研修会等の開催により情報共有を図り、市
町村における設置を支援する。
基幹相談支援センター等において、地域づく
りや人材育成等の地域における相談支援の指
導的役割を担う主任相談支援専門員の養成
研修を実施する。

・令和元年11月
相談支援体制整備に係る市
町村会議
（主任相談支援専門員の養
成研修の予算は、５－（２）－
①相談支援従業者等研修事
業に含まれる）

５障害のある人
の相談支援体
制の充実

５－（１）－⑤
介護保険サービスと障害
福祉サービス等とのシー
ムレス化に係る取組

介護支援専門員を対象とする障害福祉サービ
スに関する研修の実施、市町村における地域
包括支援センターと相談支援事業所との併設
又は連携の支援などを通じて、　高齢障害者
に係る介護保険サービスと障害福祉サービス
の円滑な利用の促進に取組む。

・介護支援専門員の相談支
援従業者初任者研修への受
け入れ
・専門コース別研修におい
て、他機関との連携に係る
コースの実施
（予算は、５－（２）－①相談
支援従業者等研修事業に含
まれる）

５障害のある人
の相談支援体
制の充実
　

５－（１）－⑧
５－６　発達障害者支援セ
ンター相談件数

発達障害者支援センター
運営事業
及び発達障害者支援体
制整備事業

発達障害のある人が可能な限り身近な地域で
必要な支援が受けられるよう、千葉県発達障
害者支援センター（ＣＡＳ）を拠点として、市町
村・事業所等への適切な助言等のバックアッ
プや専門性の高い人材の養成を目的とした研
修等を行う。
また、発達障害者地域支援マネジャーをＣＡＳ
に配置し、市町村の発達支援体制整備や事
業所等への個別支援、医療機関との連携等、
地域支援機能の強化を図る。

47,990 60,436 60,400

令和元年度に発達障害者支
援体制整備事業を立ち上げ
たため、令和元年度予算から
発達障害者支援センター運
営事業との合算額を計上して
いる。

５障害のある人
の相談支援体
制の充実

５－（２）－①

５－１０計画相談支援従事
者数
５－１１相談支援専門員の
養成数

相談支援従業者等研修
事業

相談支援従業者等養成研修ワーキングチーム
による検討を踏まえて、相談支援専門員等の
育成ビジョン（習得すべき専門性）を明確に
し、これに基づき各研修を体系化する。
新たに、医療的ケアを要する障害のある子ども
等への相談支援の充実を図るため、　関連分
野の支援を調整するコーディネーターの育成
研修を実施する。

6,537 7,097 12,616

国の研修制度改正に対応す
る研修日数の増等に伴う予
算増。
同時開催していたサービス管
理責任者等の研修を別日程
とし、養成数の確保を図る。

合計４９,６９０,４８３千円（前年度当初比８１２,６７８千円　１．７％増）

（人件費、社会保障費（義務的経費）
を除いた額）

　　　９１２，７３５千円（障害者福祉推進課）
 　 １,４１３,４４１千円（障害福祉事業課）

①１６,３６６,１４４千円（障害者福祉推進課）

②３５,８６７,７５０千円（障害福祉事業課）

合計５２,２３３,８９４千円（前年度当初比１,２２５,６４９千円　２．４％増）

うち社会保障費

①１５,２４６,８１６千円（障害者福祉推進課）

②３４,４４３,６６７千円（障害福祉事業課）


